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 日本では，世界でも類のみない速度で人口の高齢化が進んでいる。日本の 65 歳以上の高
齢者が総人口に占める割合は，1984 年と，比較的最近までは当時の経済協力開発機構
（OECD: Organisation for Economic Co-operation and Development）加盟国の中で最も低い値
（約 10％）であった。しかし，その後，日本では他の国よりも急速に高齢化が進み，早くも
2005 年には OECD 加盟国の中で最も高齢化の進んだ国（約 20％）となった2。その背景に
は，平均寿命が延びたことや出生率の著しい低下，また海外から日本への移住者が限られて
いることなとが考えられる。国立社会保障・人口問題研究所の最新の推計によれば，2036 年
には 3 人に 1 人が高齢者になることが予測されている3。 
 







い子）と同居する高齢者は，全体の約 69％を占めていたものの，2015 年には約 39％にまで
減少している。それとは対照的に，単独で暮らす高齢者および夫婦のみで暮らす高齢者の割
合は，同期間において約 28％から 2 倍以上の約 57％にまで上昇した。ただ，中村・菅原
（2016）によれば，親子間の同居率の低下は，主に子をもたないチャイルドレス高齢者世帯
                                                        
2 OECDのデータを参照（https://data.oecd.org/pop/elderly-population.htm）（2015年 9月 24日閲覧）。 
3 国立社会保障・人口問題研究所による平成 29 年推計（死亡中位・出生中位推計）に基づく
（http://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/pp_zenkoku2017.asp）（2017 年 5 月 2 日閲覧）。 









帯の割合は，2001～10 年の間に，7.9％から 15.7％にまで増加している（中村・菅原，2016）。 
 高齢者介護の問題は，急速に進む人口の高齢化および高齢者をめぐる家族形態の著しい








Muramatsu and Higashino, 2014）。しかし，介護保険制度が導入されて以降も，子供が高齢者
介護の主な担い手であり続けているという研究結果も報告されている（例えば，Hanaoka and 









 本稿の構成は次のとおりである。第 2 節では，2000 年に導入された介護保険制度の利用






























 図 2 は，介護保険制度が施行されて以降の，要介護（要支援）認定者数および第 1 号被保
険者（65 歳以上の高齢者）に占める割合（認定率）を軽度と重度の認定者に区分して示し
ている。人口の高齢化が進行するにともない，2000 年度末の時点で 256 万人いた要介護（要
支援）認定者数は，2014 年度末には 606 万人にまで達し，これは 140％近くの増加である。
                                                        
4 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/gaiyo/index.htmlを参
照（2017 年 5 月 3 日閲覧）。 






































































世代が 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を機に，介護ニーズが更に拡大することが予
想される。 
 










援）者が単独で暮らす割合，また核家族世帯のなかで暮らす割合（そのうち約 3 分の 2 は夫
婦のみの世帯）が年々増加傾向にある。例えば，要介護（要支援）者がいる世帯における単
独世帯（つまり，要介護（要支援）者が単独で暮らしているケース）の割合は，2001～13 年












単独世帯 核家族世帯 三世代世帯 その他の世帯
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33％である6。また，別居の家族が約 10％を占めている。同調査の 2001 年のデータと比較し
てみると，介護保険制度が施行された直後では，主な介護者のうち約 71％が同居人であり，




ースは，この期間，約 9％から約 15％にまで増加したものの，その割合は依然として低い。 
 





護者双方がともに 65 歳以上のケースは，2001～13 年の間に，約 41％から約 51％にまで増

































































図 7 介護・看護を理由に転職・退職した 15 歳以上人口（単位：千人） 
（出所）総務省統計局（2013） 
 
図 7 は，介護・看護を理由に転職・退職した 15 歳以上の男女の人数を示しているが，直







                                                        
































ている（Shimizutani, Suzuki and Noguchi, 2008; Sugawara and Nakamura, 2014）。ただ，後者の
研究では，介護保険制度の導入により，このような負の影響が軽減されたことも確認されて







いくつか報告されている。実際，図 7 をみてみると，2002～07 年の 5 年間に介護などを理






















 介護休業 短時間勤務 介護休暇 その他 
正規の職員・従業員 82.3 3.9 1.6 3.4 8.2 

































































































厚生労働省（2002）『平成 13 年 国民生活基礎調査の概況』（http://www.mhlw.go.jp/toukei/ 
saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa01/index.html）（2017 年 5 月 3 日閲覧） 
厚生労働省（2003）『平成 14 年 国民生活基礎調査の概況』（http://www.mhlw.go.jp/toukei/ 
saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa02/index.html）（2017 年 5 月 3 日閲覧） 
厚生労働省（2014）『平成 25 年 国民生活基礎調査の概況』（http://www.mhlw.go.jp/toukei/ 
saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa13/index.html）（2017 年 5 月 3 日閲覧） 
厚生労働省（2016a）『平成 27 年 国民生活基礎調査の概況』（http://www.mhlw.go.jp/toukei/ 
saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa15/index.html）（2017 年 5 月 3 日閲覧） 
厚生労働省（2016b）『平成 26年度介護保険事業状況報告（年報）』（http://www.mhlw.go.jp/topics/ 
kaigo/osirase/jigyo/14/index.html）（2017 年 5 月 3 日閲覧） 
酒井正，佐藤一磨（2007）「介護が高齢者の就業・退職決定に及ぼす影響」『日本経済研究』，
5，pp. 1～25 
鈴木亘（2016）「介護保険施行 15 年の経験と展望：福祉回帰か，市場原理の徹底か」，RIETI 
Policy Disucssion Paper Series，No. 16-P-014（RIETI（独立行政法人経済産業研究所）） 
総 務 省 統 計 局 （ 2013 ）『 平 成 24 年 就 業 構 造 基 本 調 査 ： 結 果 の 概 要 』
（http://www.stat.go.jp/data/shugyou/2012/pdf/kgaiyou.pdf）（2017 年 5 月 4 日閲覧） 
内閣府（2016）『平成 28 年版高齢社会白書』（http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-
2016/html/zenbun/index.html）（2017 年 5 月 4 日閲覧） 
中村二朗，菅原慎矢（2016）「同居率減少という誤解－チャイルドレス高齢者の増加と介護
問題－」『季刊社会保障研究』，51（3・4），pp. 355～368  
若林緑・暮石渉（2016）「家族介護は介護者の健康を悪化させるのか？配偶者の親の要介護
度を操作変数に使って」『季刊個人金融』，11(1)，pp. 56～65 
Hanaoka, C. and E. C. Norton (2008), “Informal and Formal Care for Elderly Persons: How Adult 
Children’s Characteristics Affect the Use of Formal Care in Japan,” Social Science & Medicine, 
67(6), pp. 1002-1008. 
Layard, R. (2005), Happiness: Lessons from a New Science. London: Penguin Books. 
Long, S. O., R. Campbell, and C. Nishimura (2009), “Does It Matter Who Cares? A Comparison of 
Daughters versus Daughters-in-Law in Japanese Elder Care,” Social Science Japan Journal, 
12(1), pp. 1-21. 
Niimi, Y. (2016), “The “Costs” of Informal Care: An Analysis of the Impact of Elderly Care on 
Caregivers’ Subjective Well-being in Japan,” Review of Economics of the Household, 14(4), pp. 
779-810. 
Niimi, Y. (2017), “Does Providing Informal Elderly Care Hasten Retirement? Evidence from Japan,” 
AGI Working Paper Series, 2017-07, Kitakyushu: Asian Growth Research Institute. 
Oshio, T. (2014), “The Association between Involvement in Family Caregiving and Mental Health 
among Middle-aged Adults in Japan,” Social Science & Medicine, 115, pp. 121–129. 
Oshio, T. (2015), “How Is an Informal Caregiver’s Psychological Distress Associated with Prolonged 
Caregiving? Evidence from a Six-wave Panel Survey in Japan,” Quality of Life Research, 24(12), 
pp. 2907–2915. 
Oshio, T. and E. Usui (2017), “Informal Parental Care and Female Labour Supply in Japan,” Applied 
Economics Letters, 24(9), pp. 635-638. 
Shimizutani, S., W. Suzuki and H. Noguchi (2008), “The Socialization of At-home Elderly Care and 
Female Labor Market Participation: Micro-level Evidence from Japan,” Japan and the World 
Economy, 20(1), pp. 82-96. 
Stiglitz, J. E., A. Sen and J. Fitoussi (2009), Report by the Commission on the Measurement of 
Economic Performance and Social Progress, available online (http://library.bsl.org.au/jspui/ 
bitstream/1/1267/1/Measurement_of_economic_performance_and_social_progress.pdf, 
accessed on May 6, 2017). 
Sugawara, S. and J. Nakamura (2014), “Can Formal Elderly Care Stimulate Female Labor Supply? 
The Japanese Experience,” Journal of the Japanese and International Economies, 34, pp. 98-115. 
14 
 
Tsutsui, T., N. Muramatsu, and S. Higashino (2014), “Changes in Perceived Filial Obligation Norms 
among Coresident Family Caregivers in Japan,” The Gerontologist, 54(5), pp. 797-807. 
Van Houtven, C. H., N. B. Coe and M. M. Skira (2013), “The Effect of Informal Care on Work and 
Wages,” Journal of Health Economics, 32(1), pp. 240-252. 
Yamada, H. and S. Shimizutani (2015), “Labor Market Outcomes of Informal Care Provision in Japan,” 
Journal of the Economics of Ageing, 6, pp. 79-88. 
